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－総括１－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 

Ⅰ 総 額   

 

  【埼玉県流域下水道事業会計】 

区分 平成２８年度 平成２７年度 伸び率 

予算総額 ８４,２９３,５７６ 千円 ８１,３３１,７９１ 千円   ３．６％ 

 
収益的支出 ５１,８６５,３８２ 千円 ５０,３７４,７６３ 千円  ３．０％ 

資本的支出 ３２,４２８,１９４ 千円 ３０,９５７,０２８ 千円  ４．８％ 

 
 
 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ 経営基盤の強化 
  Ｐ１      下水道スマートエナジープロジェクトの推進        １，８３５，８８０ 

 
 
  Ｐ２  新規 下水汚泥の共同処理化の推進                   ３０，１００ 

 
 
 
２ 下水道施設の強靱化 

  Ｐ３      下水道施設の老朽化対策の推進              １３，８９０，８７９ 
 

 

  Ｐ４     下水道施設の震災対策の推進                ５，３６４，３２９  
 

 

 

 ３ 環境負荷の低減・資源循環の創出 
  Ｐ５      下水道事業における高度処理化率１００％の推進         ３３７，５１５ 

 

 

  Ｐ６  新規 下水道資源の有効活用の推進                  ５０，０００ 

 

 

   Ｐ１        下水道スマートエナジープロジェクトの推進         １，８３５，８８０(再掲) 

 

 



                 －１－ 

 

下水道スマートエナジープロジェクトの推進 

 

               担当 下水道管理課 エネルギー担当、建設担当 

        内線 ５４６６、５４５６ 

 

１ 目 的 

  人口減少社会においても流域下水道事業の安定的経営を図っていくため、バイ

オガス発電等による「創エネ」と、省エネ機器への転換による「省エネ」に取り

組み、新たな収益の確保と下水処理施設の電力自給率の向上を図る。 

 

    

 

              

            

       

  

   

 

 

 

２ 事業内容 

  （１）バイオガス発電・太陽光発電の導入《創エネ》 

 固定価格買取制度（ＦＩＴ）を活用した官民連携により、下水汚泥の消化過 

程で発生するメタンガスを利用したバイオガス発電と、下水処理場の未利用ス 

ペースを活用した太陽光発電の導入 
 

 ・バイオガス発電施設の工事：元荒川水循環センター（桶川市） 

 ・バイ ガス 発電施設の設計・工事：中川水循環センター（三郷市） 

 ・太陽光発電設備の運営：小山川水循環センター（本庄市）外１ヶ所 

  

  （２）省エネ機器への転換《省エネ》 

 下水処理散気装置（気泡を発生）の転換：中川水循環センター（三郷市）外 

 

 

３ 平成２８年度予算額          １，８３５，８８０千円 

（１）バイオガス発電・太陽光発電の導入      ８８２，８８０千円 

 （２）省エネ機器への転換              ９５３，０００千円 

 

〈参考〉下水道事業の年間電気料金：約５０億円 

下水道スマートエナジープロジェクト 

新たな収益の確保 

電力自給率の向上 ＋   

経営基盤の強化 

温室効果ガス削減 

 
資源の有効活用 

創エネ 

省エネ 



                                                              新 規 

 －２－  

下水汚泥の共同処理化の推進 

 

                   担当 下水道管理課 企画・管理担当 

            内線 ５４５３ 

 

１ 目 的 

  市町の管理する単独公共下水道では汚泥量や処理費が増大しており、県の管理

する流域下水道では人口減少に伴い処理施設の稼働率の低下が見込まれる。 

  これらの課題を解決するために下水汚泥の共同処理化を進めて、市町の負担軽

減及び流域下水道事業の経営・施設の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○期待される効果 

    単独公共下水道：汚泥処理費の削減、汚泥の有効活用の推進 

    流域下水道：焼却施設の稼働率の向上、新たな収益の確保 

 

２ 事業内容 

（１）共同処理化の推進等に係る調査         

 受入処理場・受入量・受入方法等に関する調査 

 

 （２）共同化事業協議会の設置            

 共同処理の参加意向団体との協議 

 

３ 平成２８年度予算額                    ３０，１００千円   

（１）共同処理化の推進等に係る調査         ３０，０００千円 

 （２）共同化事業協議会の設置                   １００千円 

 

固形燃料 

流域処理場（受入可能量 約１００ｔ/日） 

焼却 消化 ・ ガス化 

セメント原料 発電（ＦＩＴ売電） 

単独公共下水道（１１市町３組合、発生量 約９８ｔ/日） 

汚泥の受入 

    



 －３－   

下水道施設の老朽化対策の推進 

   
          担当 下水道管理課 建設担当 
        内線 ５４５６ 
１ 目 的 

本県の流域下水道は、最も古い荒川左岸南部流域で供用開始から４０年以上が

経過するなど、施設の老朽化が進行している。 
重大事故の防止と予算の削減・平準化を図るため、下水道施設の計画的な改築・

更新を行う。当面は、耐用年数の短い機械・電気設備について長寿命化計画を策

定し、改築・更新を実施する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容  

 （１）下水道施設の改築・更新 
長寿命化計画に基づく機械・電気設備を対象とした改築・更新工事 

○主な工事 

  ・中央監視設備の改築・更新工事：新河岸川水循環センター（和光市） 

  ・汚水ポンプの改築・更新工事：元荒川水循環センター（桶川市） 

 

  （２）施設台帳システムの整備 
下水道施設の持続的で安定した維持管理を図るため、流域下水道施設全体  

（管渠、処理場、ポンプ場）の維持管理情報を蓄積したデータベースを整備 
 

  ・下水道施設データの調査、整理、登録 

 
３ 平成２８年度予算額         １３，８９０，８７９千円 

 （１）下水道施設の改築・更新      １３，６９８，８７９千円 

 （２）施設台帳システムの整備         １９２，０００千円 

長寿命化対策イメージ 

健
全
度

経過年数

基準値

使用限界値
更新

更新

標準的耐用年数

長寿命化に基づく
改築・更新

従来の改築・更新

長寿命化 （ライフサイクルコスト減）

更新



 －４－  

下水道施設の震災対策の推進 

   

            担当 下水道管理課 建設担当 

            内線 ５４５６ 

 

１ 目 的 

本県の流域下水道施設は、耐震基準が強化された平成１０年度以前に建設された

施設が多く、大規模地震に対する耐震性が脆弱である。 

大規模地震発生時においても流域下水道がライフラインとしての機能を果たせ

るよう、流域下水道施設の耐震化を推進する。 

 

２ 事業内容 

  大規模地震発生時にも市街地に汚水を滞留させないよう、汚水を処理場まで送 

 る機能の確保を優先する「流域下水道総合地震対策計画（平成２６～３０年度）」

 に基づいた施設の耐震化工事 

 
  ○主な工事 

  ・管渠の耐震化工事：柳瀬川幹線（三芳町）  

  ・ポンプ場のバイパス管建設：南部中継ポンプ場（さいたま市）  

     ※バイパス管：非常時に汚水を流すための代替ルート 

  ・ポンプ場の耐震化工事：栗橋中継ポンプ場（久喜市）  

  ・水処理施設の耐震化工事：小山川水循環センター（本庄市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額                ５，３６４，３２９千円 

 

 

 

施設（ポンプ場等）の耐震化 管更生による管渠の耐震化 

壁に補強鉄筋を設置 

<未補強による破損> <鉄筋による補強> 



 －５－   

.下水道事業における高度処理化率１００％の推進  

 ～東京オリンピック・パラリンピックの支援～ 

 

担当 下水道管理課 企画・管理担当、建設担当 

  内線 ５４４８、５４５６           

 

１ 目 的 

東京湾の富栄養化による赤潮・青潮の解消に向けて、東京湾流域の荒川や中川へ

放流している下水処理について、窒素やりんを除去する高度処理化を進める。 

東京オリンピック・パラリンピックが開催される２０２０年までの高度処理化率

１００％を目指して水質向上を図る。 

 

                           

  高度処理化率  ２０％（2015年） →  目標 １００％（2020年）  

 

 

２ 事業内容 

 （１）高度処理施設の建設 

    水処理施設の増設や改築・更新にあわせた高度処理化 
 

    ・水処理施設工事（平成２６～２８年度）：古利根川水循環センター（久喜市） 

 

 （２）段階的高度処理の導入 

     汚水処理施設の大規模な改造をせずに、運転方法を工夫することで高度処理に 

  準じた処理を行う段階的高度処理の実施 
  

    ・水質計器の設置：新河岸川水循環センター（和光市）外１ヶ所 

 

 （３）段階的高度処理の実証実験 

     水質の確認や最適な運転方法を検証するための調査 
 

    ・自動採水器の整備：荒川水循環センター（戸田市）外１ヶ所 

 

３ 平成２８年度予算額                 ３３７，５１５千円  

 （１）高度処理施設の建設              ２００，６００千円 

 （２）段階的高度処理の導入             １３０，０００千円 

 （３）段階的高度処理の実証実験             ６，９１５千円 



                                                     新 規 

 －６－  

  下水道資源の有効活用の推進 

 

             担当 下水道管理課 企画・管理担当、エネルギー担当 

     内線 ５４４８、５４６６ 

 

１ 目 的 

  下水処理水は河川に放流され、下水汚泥は燃料等として利用されるなど、下水

処理施設は人々の暮らしの中で消費される資源を循環させる中心的な役割を担っ

ている。 

  処理過程で発生するさまざまな下水道資源について、さらなる有効活用を図る。   

 

２ 事業内容 

  （１）水素ステーションの事業化調査 

 水素社会の実現に向けて、下水汚泥由来のＣＯ２フリー水素を下水処理施設で   

製造して供給する事業スキーム等の検討   

 

 

 

  

 

 

 ・事業手法の調査：中川水循環センター（三郷市） 

     ※２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックまでの稼働を目標 

 

  （２）ＣＯ２や排熱などの活用調査 

   下水処理施設から排出される温室効果ガスの削減に向けて、処理過程で発生  

  するＣＯ２や排熱などの有効活用の検討 

 

 ・下水道資源の利用可能性調査：中川水循環センター（三郷市） 

 

３ 平成２８年度予算額             ５０，０００千円 

（１）水素ステーションの事業化調査            ３０，０００千円 

（２）ＣＯ２や排熱などの活用調査              ２０，０００千円 

水素ステーション 水素製造設備 

（メタンガスから水素抽出） 

消化タンク 

（汚泥からメタンガス発生） 

 
 

メタン 
ガス 

汚泥 燃料電池自動車 

（ＦＣＶ） 


